


















































































仁　川 清国専管居留地 仁川口華商地界章程 1884．4．2
各国居留地 仁川済物浦各国居留地約書 1885．11
木　浦 各国居留地 鎮南浦及木浦居留地規則 1897．10．16
鎮南浦 各国居留地 鎮南浦及木浦居留地規則 1897．10．16




城　津 各国居留地 群山、馬山浦、城津居留地規則 1899．6．2
2）朝鮮における居留地形成に関する研究として，前掲奥平武彦［1937］，藤村道生「朝鮮における日本特別居留
　地の起原」（『名古屋大学文学部研究論集』35（史学12），1965，3（同『日清戦争前後のアジア政策』岩波書店，
　1995所収）），孫禎睦『韓国開港期都市変化過程研究』一志社（刈書），1982，高乗雲『近代朝鮮租界史の研究』
　雄山閣，1987などがある。逐一断らなかったが，本節はこれらの研究による。
3）前掲奥平武彦［1937］p．13。ただし，「群山、馬山浦、城津居留地規則」のように，各国公使と韓国政府外部
　大臣間で締結された例も多い。
4）同上，p．86。
5）統監府編『韓国条約類纂』1908，前掲高乗雲［1987］pp．15－16より作成。ただし，韓国併合時における清国専
　管居留地の設定根拠は，1910年3月11日にソウルで調印された「仁川、釜山及元山清国居留地規程」である。
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　仁川各国居留地における土地占有形態については，「仁川各国居留地約書」にもとづき，居留地設
定地域内の朝鮮人私有地を朝鮮政府が買収した上で，同約書を認諾した条約国民に競貸した。地税の
年額は第1等地100m2に付き20ドノレ，以下，第2・3等地が6ドル，第4等地が2ドルとなってお
り，地税の100m2当たり30セントを朝鮮政府が受け取り，地税残額を居留地積立金に組み入れるこ
とになっていた6）。そして，韓国併合後も「旧韓国政府ト外国代表者トノ間二締結セル取極書二依リ
其ノ区域内ノ行政事務ヲ執行スヘキ自治機関ヲ設ケ，仁川ノ如キハ現二独逸総領事其ノ主長トナリ，
吏員ヲ監督シテ徴税土木衛生等諸般ノ事務ヲ掌理スルノ状態」7）であった。すなわち，居留地会（紳
董公司）という自治機関により居留地内の行政を管轄し，徴税，土木，衛生事務などを取り扱った。
また居留地会は，一定の居留地内規則の制定権ももっていた8）。
　ところで，「朝英条約」第4条第4項は，居留地外10朝鮮里以内におけるイギリス国民の土地所有
権を認めており，その場合は単に朝鮮政府の定める地方税課章程に従うとされた。同条項は，最恵国
条項により日米両国に適用され，またその他の条約締結国もそれぞれの条約に同様の条項を盛り込ん
でいる。奥平によれば，同条項の適用により，居留地が設定されていなくても開港地（奥平のいわゆ
る「条約港」）から10朝鮮里以内にも借地権を獲得することが可能となった9）。ところが実際には，
10朝鮮里を越えて外国人の土地所有が進み，1900年前後にはすでに外国人の土地所有制限は形骸化
していた10）。日本は韓国を保護国化すると，1906年10月に「土地家屋証明規則」（勅令第65号）を公
布させ，従来の外国人土地所有制限を撤廃した。これは，それまで不法に進められていた日本人をは
じめとする外国人の土地所有を合法化するものであった11）。
　韓国併合を目前に控え，韓国に経済的利益をもつ列強，特にイギリスは，関税率をはじめとする既
得権の措置について，日本政府に早くから打診していた。イギリスは「韓英条約」の存続を求めた
が12），日本に拒絶されると，借地権や各国居留地も含めた韓国における権益処理のため「特別協約」
を締結することを再提議した。日本側は，借地権や各国居留地などについて，すべて現状を維持する
ことを保証するのでイギリスの利益に損害がないこと，また併合が目前に迫るという時間的制約を口
　　なお，朝鮮政府の対外条約関係を確認する際，『韓国条約類纂』のほか，全海宗『韓国近世対外関係文献備
　考』刈苦大学校文理科大学東亜文化研究所，1966が便利である。
6）前掲『韓国条約類纂』p．661。
7）寺内朝鮮総督発内田外相あて機第11号付属書，1912．3．4（『日本外交文書』（以下，『日外文』と略記）45／1，
　P．439）。
8）各国居留地における自治権の内容については前掲孫禎睦［1982］，前掲高乗雲［1987］参照。
9）前掲奥平武彦［1937］pp．75－76。
10）伊藤統監発林外相あて機密統発第73号付属書，1907．7．1（「韓国二於ケル列国人ノ内地居住並不動産所有者二
　対スル課税及取締等二関シ条約国ト協定一件」外務省外交史料館所蔵「外務省記録」2／6／2／9）参照。
11）宮嶋博史r朝鮮土地調査事業史の研究』東京大学東洋文化研究所，1991，pp．367－368。宮嶋は「土地家屋証
　明規則」制定の背景を，在韓日本人の土地所有を合法化させ，法的に保護しようという日本側の意図によると
　評価している（同上，p．370）。
12）加藤駐英大使発小村外相あて第150号，1910．7，15（『日外文』43／1，　pp，663－664）。
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実としてイギリスの提議を拒否した13）。一方，韓国における各国居留地の処分，外国人土地所有権
および借地権については，1910年7月8日の閣議決定「併合実行方法細目」において，基本的に現
状を維持し，その処理は他日を期すとされた14）。土地所有については，適法に取得した既得権を尊
重することを駐韓イギリス総領事に書面で保証した15）。さらに外国人の土地所有に関する日本法令
（後述）を併合後の朝鮮には適用しないことも，統監府外務部長小松緑が駐韓イギリス・ドイツ両総
領事にそれぞれ口頭で保証している16）。
　結局，韓国併合の結果，日本政府は韓国と通商条約を締結していた各国政府に，「韓国ト列国トノ
条約ハ当然無効二帰シ，日本国ト列国トノ現行条約ハ其ノ適用シ得ル限リ朝鮮二適用セラルヘシ。朝
鮮二在留スル諸外国人ハ日本法権ノ下二於テ事情ノ許ス限リ日本内地二於ケルト同一ノ権利及特典ヲ
享有シ，且其ノ適法ナル既得権ノ保護ヲ受クヘシ」17）と宣言した。韓国と諸列強間の通商条約が無効
となると，各国の領事裁判権は撤廃された18）。朝鮮における各国居留地も，「通商条約二基キ締結セ
ラレタル各国居留地規程及清国居留地規程モ（之二依リテ外国人ノ既二取得セル私権ヲ除クノ外）消
滅二帰シタル」19）と，本来は撤廃されるべきものとされた。しかし先述の閣議決定に従い，1910年制
令第2号「居留地ノ行政事務二関スル件」（1910。8．29公布）により，「仁川済物浦、鎮南浦、木浦、
群山、馬山浦及城津二於ケル各国居留地並仁川、釜山、元山二於ケル清国居留地ノ行政ハ，警察二関
スル事項ヲ除クノ外，当分ノ内従前ノ例二依ル」20）として，居留地行政は警察に関する事務を除き，
当分現状のまま維持されることになったのである21）。
3．在朝鮮各国居留地整理に関する下協議会の開催
　朝鮮における各国居留地撤廃交渉は，外務省と各国との個別交渉ではなく，朝鮮総督府と朝鮮駐在
各国領事官による現地官問交渉の上で，締結された議定書について書簡往復により各国が承認する形
式で行われた。そこで本節ではまず，各国居留地撤廃交渉について，朝鮮総督府と駐朝各国領事官に
よる在朝鮮各国居留地整理に関する下協議会（以下，下協議会と略記）での議定書締結までの外交交
渉を概観する。
　1912年3月4日，朝鮮総督寺内正毅は「治外法権撤廃ノ今日，我力帝国ノ版図内二於テ外国人ノ
13）小村外相発加藤駐英大使あて第117号，1910．7．21（『日外文』43／1，p．668）。
14）小松緑『朝鮮併合之裏面』中外新論社，1920，p．100。
15）寺内統監発小村外相あて第24号，1910．8．13（『日外文』43／1，p．675）。
16）寺内統監発小村外相あて第20・21号，1910．8．10（r日外文』43／1，p．672）。
17）朝鮮総督府編『朝鮮ノ保護及併合』1918，p．342。
18）拙稿「日本の韓国司法権侵奪過程一「韓国の司法及監獄事務を日本政府に委托の件に関する覚書」をめぐって一」
　（『文学研究論集（明治大学大学院）』11，1999。9）参照。
19）寺内朝鮮総督発内田外相あて官秘第3号，1912．4．5（r日外文』45／1，p．441）。
2Q）統監府編「韓国併合顛末書」（金正明編『日韓外交資料集成』6下，巌南堂書店，1965，　p．1480）。
21）ドイツは，警察権回収反対の見解をイギリスと共同して日本政府に示そうとしたが，イギリスの反対により失
　敗している（小村外相発駐英加藤大使あて第174号，1910．10．27（『日外文』43／1，p．720））。
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行政権ヲ容認スルノ嫌アルカ如キハ国権上一日モ忽諸二付スヘカラサル」として，朝鮮における各国
居留地の撤廃交渉を開始する旨を外務大臣内田康哉に打診した22）。朝鮮総督府は，当分現状を維持
するとして併合後の朝鮮においてもなお一定の自治権をもっていた居留地を，朝鮮地方制度改革の一
環として撤廃する方針を打ちだしたのである。寺内総督は，付属書の「各国居留地及清国居留地ノ整
理二関スル渉外協議案」で，撤廃交渉の方法としてまず朝鮮総督府と駐朝各国領事官による現地官間
交渉を行い，その後外務省による各国交渉を行うことを提起した23）。またその際，協議すべき要点
として次の6点を挙げた。すなわち，①居留地行政事務および②居留地会が保有する財産を地方行
政機関に引き継ぐこと。③従来，領事官が行った私権登記を日本の法令による登記と見なして処理す
ること。④永代借地権については，原則として土地所有権に切り換えるが，「各国居留地内二於ケル
外国借地人中，既得権トシテ永代借地ノ存続ヲ主張スルモノアラバ，内地ノ例二微ヒ，別二永代借地
令ヲ発布シ之ヲ承認スルノ方法」で処分することも可能であること。⑤永代借地から所有地に変更す
るとともに宅地租を設定すること。⑥外国人による国税，地方税および公共賦課の負担であった。
　朝鮮総督府は駐朝各国領事官の意向をうかがう一方24），4月5日，外務省に「朝鮮二於ケル各国居
留地整理要項」および「朝鮮二於ケル清国居留地整理要項」の各整理案を示し，居留地撤廃交渉の開始
およびその交渉方法について外務省から関係各国政府に通告するよう請求した25）。各国居留地撤廃
案について外務省は，東京に出張した朝鮮総督府外事局長小松緑と協議し，総督府案を入れて総督府
と駐朝各国領事官との事前協議を行わせることとした。6月13日，内田外相は寺内総督に交渉の基本
方針を通知するとともに，居留地撤廃の前提となるべき朝鮮地方制度改革の内容を問い合わせている26）。
　8月28日，外務省は，駐日イギリス，アメリカ，ドイツ，フランス，ロシア，イタリア各大使およ
びベルギー公使に，朝鮮の地方制度整理完了に伴い，各国居留地の行政機関が行ってきた事務を朝鮮
地方行政機関に引き継ぐとともに，居留地財産を処分するという各国居留地撤廃方針を通知した。さ
らに居留地撤廃交渉の方法として，これが「地方的ノ性質」を有することから，現地官による事前交
渉を行った後，その整理案にもとづき外務省と各国政府間とで商議することを提案した。そして自国
政府に日本の提案を報告し，下協議会開催のため駐朝各国領事官に訓令を与えるよう要請した27）。
　駐日フランス大使の求めにより各国居留地整理案を関係国へ開示する必要を感じた外務省は，10
月3日，朝鮮総督府に「朝鮮二於ケル各国居留地整理案大綱」を照会した28）。総督府は数点の変更
22）前掲寺内朝鮮総督発内田外相あて機第11号付属書（『日外文』45／1，p．439）。
23）同上，pp．439－440。
24）各国居留地会職員に対する調査なども同時期に行われていた（久水仁川府P発小松朝鮮総督府外事局長あて報
　告，1912．7．9（仁川府編『仁川府史』1933，p．574））。
25）前掲寺内朝鮮総督発内田外相あて官秘第3号（『日外文』45／1，p．441）。
26）内田外相発寺内朝鮮総督あて機密送第19号，1912．6．13（『日外文』45／1，　pp．442－443）。
27）内田外相発駐日英，米，独，仏，露，伊国大使および白国公使各あて機密送第1号，1912．8．28（『日外文』
　45／1，p．444）0
28）内田外相発寺内朝鮮総督あて機密送第22号付属書，1912．10．3（『日外文』45／1，pp．445－447）。
一154　一
を除き大筋で同大綱を認め，朝鮮地方制度改革案である「府制要綱」と併せて外務省に通知した29）。
総督府の修正を受けて外務省は10月29日，駐日関係各国大使らに総督府修正案を仮整理案として送
付するとともに，関係各国の回答をまって居留地撤廃に関する現地官交渉を開始する旨を通知し
た30）。外務省が駐日各国大公使に送付した下協議会の基礎案である「各国居留地整理方針」（訳文）
を示せぽ，以下の通り31）。
一　在朝鮮各国居留地即チ仁川、鎮南浦、群山、木浦、馬山及城津各国居留地ハ之ヲ撤廃シ，之
　　ト同時ニヲ其ノ所属ノ新定地方区域二編入スルコト。
二　右編入ノ上ハ当該地方官吏ハ地方施政上ノ責任及義務ヲ悉皆負担スルコト。
三　前記居留地二属スル共有資金又ハ財産アルトキハ該共有資金及財産ハ之ヲ前記官吏二引継ク
　　コト。
四　前記居留地ノ地域内二於テ永代借地権ヲ有スル者ハ自己ノ選択二依リ其ノ権利ヲ所有権二変
　　更スルヲ得ルコト。
五右ノ変更ヲ為シ，且之ヲ登記スルトキハ前記土地及其ノ上二在ル建物ノ所有者ハ右土地及建
　　物ノ使用及享有二関スルー切ノ事項並右土地及建物二対スル賦課金、租税及公課二関スル事
　　項二付，帝国臣民及最恵国民ト同一ノ待遇ヲ受クルコト。又租税、手数料其ノ他何等ノ徴収
　　金ヲ出サスシテ前記ノ変更及登記ヲ為スヲ得ルコト。
六　〔後述〕
七　現二存スル在朝鮮外国人墓地ハ当該官憲二於テ其ノ良好ナル秩序及状態ヲ維持シ，且一切ノ
　　租税及公課ヲ免除スルコト。
八　朝鮮二於ケル当該登記官署ハ前記居留地ノ永代借地権及永代借地権ヲ目的トスル付随的権利
　　ノ登記ヲ為スコト。右登記ハ法令ノ規定二従ヒ第三者二対抗シ得ルコト。前記永代借地権ヲ
　　目的トスル付随的権利二関シ現二領事館ノ為セル登記ハ之ヲ当該登記官署二引継クコト。此
　　ノ引継ヲ為シタル登記ハ右登記ヲ為シタル領事館二於テ有シタルト同一ノ効力及価値ヲ有ス
　　ルコト。
　永代借地権の処分について規定した第6項については後述するが，第4，5項で，従来，永代借地
により占有してきた土地については，日本国民同等の義務および権利の下で所有権に変更・登記を行
うとしている点が注目される。
29）寺内朝鮮総督発内田外相あて官秘第50号，1912．10．14（『日外文』45／1，pp．447－449）。
30）内田外相発駐日英，独，露，伊国大使，米国代理大使および白国代理公使各あて機密送第4号，1912．10．29
　（『日外文』45／1，　pp．450－451）。
31）前掲寺内朝鮮総督発牧野外相あて官秘22号付属書丙号の2「各国居留地整理方針」（「朝鮮二於ケル各国及清国
　居留地整理一件」外務省外交史料館所蔵「外務省記録」3／12／2／58）。
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　ドイツの回答32）を最後に，関係各国から居留地撤廃の方針および関係国現地官事前交渉の承認を
受けると，1913年2月17日，朝鮮総督府は駐朝関係各国総領事との間に第1回各国居留地制度廃止
に関する下協議会を開催した。下協議会は4月21日まで，都合9回行われ，日本側の各国居留地整
理原案について協議を行った。参加者は，朝鮮総督府側からは小松外事局長，通訳官本多駒太郎，書
記官池辺龍一，外国領事団側からはドイツ，アメリカ，ベルギー，ロシア，イギリス，フランス各国
総領事（イタリアの利益代表はイギリス総領事）ないし領事代理およびロシア総領事館書記官であり，
総督府属片山恒夫およびアメリカ副総領事は書記として出席した。また総務局長児玉秀雄も数回参加
している。領事団間で意見調整が行われ，統一見解が下協議会で提示されたり，必要に応じて領事団
代表駐朝ドイツ総領事クリューゲル（F．KrUger）と小松間で事前に個別交渉が行われることもあっ
た33）。総督府内でも，下協議会ごとに長官会議で意見が調整された34）。協議は3月31日の第7回下
協議会までにほぼまとまり，多少の修正を経て，4月21日の第9回下協議会で「在朝鮮各国居留地制
度廃止二関スル朝鮮総督府外事局長及当該締約国総領事協議会議定書」（英文）全10条が調印され
た35）。同議定書の内容を要約すれぽ，次の通り36）。
①仁川，鎮南浦，群山，木浦，馬山および城津の各国居留地を新たに設置される朝鮮地方区域である
府に編入する（城津を除く）。②府は，各国居留地会が担当した土木，衛生などの地方行政について
一切の責任および義務を執行する。③各国居留地会の共有資金や財産は府に引き継ぐ。④各国居留地
における永代借地権は所有権に変更することができ，その場合，所有権は在朝日本国民と同一の位地
とする。⑤永代借地権を所有権に変更，かつ登記したときは，土地所有者は土地およびその上の家屋
の使用および共有に関する事項ならびに土地，家屋に対する賦課金，租税や公課に関する事項につい
ては帝国臣民および最恵国待遇国民と同一の取り扱いとする。⑥永代借地権の継続を希望する場合
は，永代借地券に記載された権利中，本議定書において協定した措置に抵触しない限りで尊重する
（以下，細目については後述）。⑦永代借地権者は，賦課金，租税および公課に関し，本議定書で定め
たものを除き，帝国臣民および最恵国民と同一に取り扱う。⑧当該登記官署は永代借地権およびこれ
に関する付随的権利の登記を行う。⑨各国居留地内の公園については府が維持を保証する。⑩外国人
墓地については在朝外国人が法令に従い管理する。墓地については免税とする。
この協議会議定書は，基本的には居留地整理原案を逸脱するものではなかったが，細部は大きく変
32）桂兼任外相発寺内朝鮮総督あて機密第8号，1913．1．27（r日外文』大正2／1，p．297）。
33）前掲寺内朝鮮総督発牧野外相あて官秘22号付属書乙号の2「各国居留地制度廃止二関スル朝鮮総督府外事局長
　及当該締約国領事官協議会議事録（訳文）」（以下，「議事録」と略記）（前掲「朝鮮二於ケル各国及清国居留地
　整理一件」）。
34）外事類「各国居留地整理二関スル件」33／1，大韓民国総務処政府記録保存所蔵マイクロフィルムNo．28。
35）山県朝鮮総督府政務総監発松井外務次官あて第10号，1913．4．22（『日外文』大正2／1，p．302）。
36）寺内朝鮮総督発牧野外相あて官秘第22号付属書，1913．5．9（『日外文』大正2／1，pp。308－310）。
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更されている。特に大きな変更点は永代借地権の範囲をめぐる第6条，第7条であるが，この点に
っいては次節に詳述する。
　一方，仁川，釜山，元山の中国専管居留地については，廃止後，朝鮮地方行政区域に編入するとと
もに，中国については永代借地権の存続を認めず，すべて所有権に切り換えるとした37）。中国との
交渉では，永代借地権の存続を認めるかどうかが交渉の焦点となったのである。中国専管居留地につ
いては，上記議定書調印を受け，1913年5月2日，朝鮮総督府は「在朝鮮清国居留地ノ廃止並支那
人ノ有スル永代借地権ノ処分二関スル覚書」を作成38），5月5日，小松外事局長が元駐朝清国総領事
富士英に同覚書を手交し，口頭で説明を行った39）。小松の説明によれば，同覚書は，永代借地権を
すべて土地所有権に変更する点を除き，各国居留地整理の方針と大差がなかった。永代借地権を認め
ないとしたのは，居留地設定の根拠となった「仁川、釜山及元山清国居留地規程」（1910．3．11調印）
締結時の往復公文に，「将来日清両国政府ノ協定二依リ，居留地撤廃セラルル場合二於テハ，居留地
ノ地区ハ総テ之ヲ韓国市区二編入シ，其ノ永遠借地権ハ土地所有権ヲ以テ之二代フヘキモノ」40）と明
記されていたからである。ただし中国側が永代借地権の存続を望むのであれぽ，土地所有権への変更
を任意とする譲歩案も提示した。また，中国を下協議会に招集しなかった理由として外務省は，中国
は「各国居留地取極二調印セル国ノーナレトモ，同国現政府力未タ帝国其他列国政府ノ承認スル所ト
ナラサル今日，支那領事官力他国領事官ト同様ノ地位二置カルルノ不能ナルハ，已ムヲ得サル次第ナ
リ」41）と説明した。すなわち下協議会開催当時，辛亥革命後，国際的に承認された中国政府が存在し
なかったために下協議会に招集しなかった。その後，小松と富駐朝中国総領事との間で交渉が行われ，
11月22日，「在朝鮮支那共和国居留地廃止二関スル協定」（全6条）が調印された42）。中国側は，交
渉中，土地所有権と永代借地権の併存，すなわち各国同様の措置を主張し43），朝鮮総督府側もこれ
を入れ44），結局，同協定では永代借地権を認めることになった。
　ところで，居留地撤廃交渉が対象にした居留地を設定する法的根拠とは一体何であったのだろう
か。その設定根拠が通商条約にあるならぽ，韓国併合により通商条約が無効となった以上，論理的に
は居留地撤廃交渉自体を行う必然性はない。ところが居留地設定の法的根拠は，前節に見たようにそ
れぞれの居留地規則であった。これを，下協議会参加国の選定基準という点から確認しておこう。
　第1回下協議会の冒頭で，駐朝ドイツ総領事は，オーストリア，デンマークを下協議会に招集し
37）前掲寺内朝鮮総督発内田外相あて官秘第3号付属書2（『日外文』45／1，p．442）。
38）前掲「各国居留地整理二関スル件」pp．　1040－1043（ページ数は，マイクロフィルムの通し番号）。
39）寺内朝鮮総督発牧野外相あて官秘第22号，1913．5．10（『日外文』大正2／1，p．311）。
40）同上付属書2（同上，p．312）。
41）外務省発駐日中国臨時代表あて覚書，1913．8．27（『日外文』大正2／1，p．318）。
42）寺内朝鮮総督発牧野外相あて官秘第22号付属書1，1913。11。22（『日外文』大正2／1，pp．339－340）。
43）池辺朝鮮総督府書記官発小松朝鮮総督府外事局長あて官秘第217号，1913．8，28（外事類「外国居留地整理関
　係書類」33／2，大韓民国総務処政府記録保存所蔵，P．758）。
44＞寺内朝鮮総督発牧野外相あて官秘第22号，1913．11．10（『日外文』大正2／1，pp．334－335）。
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ない理由を総督府側に問いただした。ともに，韓国と通商条約を締結していたにもかかわらず，オー
ストリア，デンマークは招集されず，一方でオーストリアと「同一ノ地位」にあるイタリアが招集さ
れたのである。このドイツ総領事の質問に対し，小松外事局長は，「埃洪国及丁抹国ハ共二条約国ナ
ルモ，等シク除外セラレタリ。是レ両国ノ代表者ハ三箇ノ居留地規則二署名シ，又ハ是二加盟シタル
コト曾テ之ナケレハナリ。随テ右両国ノ臣民ハ各国居留地二於テ土地ノ所有ヲ許容セラレス，又其ノ
代表者モ本会議二参加スヘキ旨ノ通牒iヲ受ケサリシナリ。……之二反シ伊国ハ後日二至リ千九百二年
一月二十九日付伊国領事ノ公文ヲ以テ前記ノ諸規則二加盟シタリ」45）と説明した。「三箇ノ居留地規
則」，すなわち「仁川済物浦各国居留地約書」，「鎮南浦及木浦居留地規則」，「群山、馬山浦、城津居
留地規則」の締結国でないオーストリアとデンマーク両国には下協議会参加を通牒しなかった。一
方，イタリアは1902年11月29日付イタリア領事の公文により同規則に加盟しており，参加資格を認
定したのである。ここから，居留地撤廃交渉の対象が諸居留地規則にあり，通商条約ではなかったこ
とが確認される。
　ではなぜ居留地規則が通商条約と同時に，韓国併合によって消滅しなかったのかという疑問が残
る。これについて「韓国ノ旧条約ハ併合ノ為既二消滅セリトノ理由二基キ，斯ル議定書ヲ用イス直二
日本ノ内地法二依リ居留地ヲ処分スルヲ適当トセサリシヤ」との内閣法制局側の主張に対し，小松外
事局長が「外国人ノ私権二関スルコト多ク，殊二個人ノ利害二関スル局部的約定ト認ムヘキ居留地取
極書力，一般条約ト共二消滅スヘキモノナルヤ否哉二付テモ疑問アルカ故」46）に，各国居留地撤廃交
渉の必要性があったと説明している。すなわち居留地規則が外国人の私権に大きくかかわる以上，韓
国併合によりこれが消滅したと見なすことには困難があった。そのため，居留地撤廃交渉を行う必要
があったのである。
4．下協議会における永代借地権をめぐる交渉
　では次に，下協議会で最大の懸案事項となった永代借地権の処分について考察する。小松によれ
ば，朝鮮総督府の提案は，「永代借地権を所有権に変更するを原則とし、それを承諾しない外国人に
対しては依然その既得権を認め、従来の如く条約規定通りに百平方メートルに付金三十銭の借地料を
地租に代へて徴収することXするも、その土地の上に建てられたる家屋に対しては普通の家屋税を賦
課する上、これらの土地家屋に対し所得税その他の国税及び地方税を賦課する」47）というものであ
り，その意図は「永代借地ヲ所有地二代フルノ問題力如何様二決定スルトモ，外国人ハ……一切ノ国
税、地方税及公共ノ賦課ヲ負担スルモノトス」48）という点にあった。すなわち，従来の永代借地権の
45）前掲「議事録」p．3。
46）小松朝鮮総督府外事局長発山県朝鮮総督府政務総監あて電報，1913．7．2（前掲「外国居留地整理関係書類」
　pp．807－808）0
47）小松緑『明治史実外交秘話』中外商業新報社，1927，p．495。
48＞前掲寺内朝鮮総督発内田外相あて機第11号（『日外文』45／1，p．440）。
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存続は認めるが，その場合の借地料を地租と見なし，家屋税および所得税をはじめとする国税および
地方税は別途徴収するというのが総督府提案の主眼であった。1912年現在，仁川居留地歳入におい
て，居留地会，すなわち在朝外国人からは地税しか徴収されておらず，居留民団，すなわち在朝日本
人が負担する家屋税，営業税，戸別税，雑種税は徴収されていなかった（このほか，居留地会からは
国庫納入金が支払われている）49）。
　同問題は，第3回下協議会以降毎回協議されたが，まず原案第6項を確認する50）。
六　右〔土地所有権へ〕ノ選択変更ヲ為ササル場合二於テハ，前記永代借地権二因リ設定シタル
　諸権利ニシテ各国居留地制度ノ廃止ト抵触セサルモノハ，引続キ適当二尊重スルコト。又居留
　地地券第二項二依リ前記借地及其ノ上二在ル建物二対シ徴収セラルヘキ賦課金、租税及公課二
　関スル事項二付テハ左ノ通措置スルコト。
（i）当該借地二関シ納付スヘキ借地料中，現二朝鮮総督府ノ収納セル百方米二付金三十銭ハ地租
　二代へ之ヲ同府二於テ領収スルコト。
（・）前記借地料ノ残額力他ノ対等ノ土地ノ地方的租税及公課ト等シキカ又ハ之ヲ超過スル限ハ前
　記借地ハ土地二対スル地方的租税及公課ヲ全然免除セラルルコト。
の　右対等ノ土地ノ地方的租税及公課力前記借地料ノ残額ヲ超過スル場合ハ，前記借地ハ其ノ地
　方的賦課ヲシテ対等ノ土地ヨリ徴収セラルル地方的租税及公課二等シカラシムルニ足ル程度迄
　租税及公課ヲ負担セシメラルルコト。
←）前記借地上ノ建物ハ課税二関スル事項二付，帝国臣民及最恵国民ノ建物ト同一ノ取扱ヲ受ク
ルコト。
　すなわち，各国民が支払う借地料中，100m2当たり30銭を地租（国税）として徴収し，その残額
に応じて地方税および公課も徴収するとした。さらに家屋税（国税）も別途徴収するとしている。
　日本側の原案に対し，領事団からは異論が続出した。領事団による抗議の要点は，借地料に家屋税
も含まれるべきだというものである51）。この主張の根拠は，1905年のハーグ国際仲裁裁判における
日本敗訴の判例であり，朝鮮に日本の条約関係が延長されるならば，永代借地権には家屋税も含まれ
るはずであるという点にあった52）。1905年ハーグ国際仲裁裁判判例とは，条約改正後の日本におけ
る永代借地権者に対する日本政府の家屋税・営業税その他の諸課税賦課権について，1905年の国際
仲裁裁判で日本政府が敗訴したことを指す。この判決により，永代借地権と同様に家屋に対しても条
49）前掲寺内朝鮮総督発牧野外相あて官秘22号付属書庚号の2「仁川居留民団各国居留地歳入出合計額及府歳入出
　対照表」（前掲「朝鮮二於ケル各国及清国居留地整理一件」）。
50）前掲「各国居留地整理方針」。
51）前掲「議事録」p．24。
52）前掲小松緑［1927］pp．496－497，前掲「各国居留地整理二関スル件」。
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約に規定された免税特典を外国人に与えざるを得なかったのである53）。
　第3回下協議会での領事団の抗議を受け，第4回下協議会において小松は，原案第6項につい
て，新たに第7項を立て，原案から大幅に各国側に譲歩する対案を提議した54）。同案は借地料に地
税だけでなく家屋税，しかも国税および地方税が含まれるとするものである。この大幅な譲歩につい
て，朝鮮における居留地の状況を併せ考えたとき，実際に永代借地権の利益を享受する者が少ないと
の小松の判断によると考えられる55）。ところが，第5回下協議会において領事団側から示された対
案は，「地租家屋税ハ勿論，一般ノ課税上全然日本臣民ト同様ナル取扱二甘ムセム」という日本にと
って有利なものであった56）。この各国領事団の譲歩について小松は，「主トシテ将来府制度ノ下二於
テハ内地ノ如キ自治的市町村制二依ラス，全然官治ノ下二課税ハ今日二比シ非常二軽減セラレ，且ツ
其ノ行政モ総督府ノ監督二属スルニ依リ無謀ノ措置ヲ執ルカ如キコトナキヲ確信シ，殊二課税上生活
状態劣等ナル朝鮮人ト同様二取扱フ主義ナルコトヲ聴キ，外国人ニシテ全然帝国臣民ト同様ノ取扱ヲ
受クルモ何等危険ナキヲ認メタルニ因ルモノ」57）と推察している。すなわち新規地方制度が「自治的」
でなく「官治」であるから，朝鮮人同様の負担で「帝国臣民」並みの処遇を受けることができると領
事団が判断したため，総督府の提案を受け入れたと見たのである。
　最終的に締結された議定書では，原案第6項の内容は次のように規定された58）。
六右〔土地所有権へ〕ノ任意変更ヲ為サザル場合二於テハ，永代借地券二因リ設定シタル諸権
　利ニシテ本議定書二於テ協定シタル措置二抵触セザルモノハ，引続キ適当二之ヲ尊重スヘシ。
　前記地券第二項二依リ該借地及其ノ上二在ル家屋二対シ徴収セラルヘキ賦課金、租税及公課二
　関スル事項二付テハ，左ノ通整理スルモノトス。
（d）当該永代借地二関シ納付スヘキ借地料中，充分ノ金額ヲ以テ右借地ガ所有地タル場合二該借
　地及其ノ上二在ル家屋二対シ賦課セラルヘキ国税タル地租及家屋税二充当スヘシ。但シ該充当
　額ハ借地料額ヲ超過セザルモノトス。
（・）前記借地料ノ残額アル場合二於テ，該残額力右永代借地ヵ所有地タル場合二該借地及其ノ上
　二在ル家屋二対シ賦課セラルヘキ地方的租税及公課二等シキトキハ，該借地及家屋二対シテ
　ハ，右ノ地方的租税及公課ヲー切免除スヘシ。
の　前記借地料ノ残額力右永代借地ガ所有地タル場合二該借地及其ノ上二在ル家屋二対シ賦課セ
　ラルヘキ地方的租税及公課ヲ超過スルトキハ，該超過額ハ之ヲ還付スヘシ。
53）横浜市『横浜市史』5下，1976，pp．354－374。
54＞前掲「議事録」pp，27－29。
55）同上，P．29。
56）小松朝鮮総督府外事局長発児玉朝鮮総督府総務局長あて第3号，1913．3．19（前掲「各国居留地整理二関スル
　件」p．1146）。
57）同上，pp．1147－1148。
58）前掲寺内朝鮮総督発牧野外相あて官秘第22号付属書（『日外文』大正2／1，pp．309－310）。
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（→　右永代借地ヵ所有地タル場合二該借地及其ノ上二在ル家屋二対シ賦課セラルヘキ地方的租税
　及公課力前記借地料ノ残額ヲ超過スルトキハ，右借地及家屋二対スル地方的租税及公課ヲシテ
　右借地ガ所有地タル場合二該借地及其ノ上二在ル家屋二対シ賦課セラルヘキ地方的租税及公課
　二等シカラシムルニ足ル程度迄，該借地及家屋二対シ租税及公課ヲ賦課スヘシ。
七前記永代借地権者ハ賦課金、租税及公課二関スル事項二付テハ，本議定書二定メタルモノヲ
　除クノ外，種類及性質ノ如何ヲ問ハス，又国家的タルト地方的タルトノ別ナク総テ帝国臣民及
　最恵国民ト同一ノ取扱ヲ受クヘシ。
　外務省への報告中，寺内総督は第6項，第7項について次のように総括した59）。各国領事団は，
ハー O仲裁裁判所の判決を援用して，「百方米二付金三十銭」の「地租」中に家屋税も包含させるこ
とを主張した。しかし朝鮮においては土地と家屋に対し個別に課税するため，各国領事団の主張に従
えぽ，朝鮮人を含む日本国民と在朝外国人の間に不公平が生じ，地方行政上支障を来しかねなかった
のである。結局，「外国人モ亦帝国臣民ノ納付スルト同額ノ地租及家屋税ヲ納付スヘキ主義ヲ認メシ
メ，借地料全額ヲ限度トシテ，不動産二対スル国税二充当スルコトニ同意」させることができた。そ
して第7項は「将来内地二於ケルカ如キ徴税上ノ紛議ヲ発生スヘキ余地ナカラシメムカ為，新二加
ヘタ」ものと説明している。こうして永代借地権については日本本国よりも好条件で処理することが
できたのである。
　上述したように永代借地権の処理については，日本の対欧米条約関係よりも朝鮮における事例が優
先された。この永代借地権をめぐる交渉から透けて見えるのは，朝鮮に日本の対欧米条約を施行する
のか，あるいはその歴史性を背景に独自の「法域」を形成させるのかという問題であった。
5．朝鮮における土地所有権をめぐる交渉
　下協議会で「在朝鮮各国居留地制度廃止二関スル朝鮮総督府外事局長及当該締約国領事官協議会議
定書」（以下，議定書と略記）が調印されると，交渉は外務省と各国政府との協議段階に入った。各
国は，議定書を大筋では認めたが，交渉の過程で若干の修正協議が行われた。特にイギリス政府は，
土地所有権認定の範囲をめぐって日本側に譲歩を迫った。イギリス側が提起した問題は，朝鮮におけ
るイギリス国民の土地所有権獲得の法的根拠が，条約による既得権益として保証されるのか，あるい
は日本の国内法によるのかというものである。以下，本節では下協議会における議定書調印から各国
居留地撤廃までを概観した上で，特にイギリスとの争点となった朝鮮における外国人土地所有権の問
題を取り上げる。
　下協議会で朝鮮における各国居留地廃止に関する議定書が調印されると，外務省内で同議定書が検
討された。朝鮮総督府は小松外事局長を事情説明のため外務省に派遣し，1913年5月28日，小松は
59）前掲寺内朝鮮総督発牧野外相あて官秘第22号（『日外文』大正2／1，pp．302－303）。
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外務省で説明を行った60）。さらに外務大臣牧野伸顕より内閣総理大臣山本権兵衛への6月24日の下
協議会議定書承認の閣議請求61）を受けて，外務省，内閣法制局，朝鮮総督府（小松）の三者間で協
議を行った62）。さらに植民地事務の主管機関である内務省63）とも協議を重ね，内閣法制局において
多少の字句変更を経て，7月29日，内閣に回付された64）。外務省，内務省，内閣法制局各機関におけ
る協議内容は，特に国内法との関連であったという65）。そして8月15日の閣議において議定書が承
認されると66），外務省は8月26日および27日，議定書を，駐日各国大公使を通じ関係各国政府へ通
告し，「各関係国政府ト共二書翰往復ノ形式二依リ，之ヲ其ノ儘是認シ以テ本件ヲ結了セムコト」を
要請した67）。日本の通告は，改めて各国との協議を行うのではなく，外務省が提議した議定書に対
する各国の承認をもって同議定書を発効させるというものであった。
　外務省は10月初旬までに，アメリカ，イタリア，フランス，ベルギー，ロシア各国からは，最恵
国待遇を条件として大筋で議定書を了承する回答を受けた68）。さらにロシアが付けた条件は領事館
敷地に関する免税措置であった。フラソス，ベルギーも同様の回答を寄せている。しかしイギリスは，
10月8日，後述のように条件を付けて同議定書の承認を留保し，ドイツからは11月3日現在，回答
がなかった69）。ドイツ政府からの回答遅延の理由については，朝鮮総督府は官憲報告により在朝鮮
ドイツ商人の反対によるものと見ていた70）。また，駐朝ドイツ総領事がドイツ外務省に送付した報
告書を「或手筋」より入手するなどして，ドイツの意向を探っている71）。結局ドイツは，1914年1
月14日に回答を寄せ，最恵国待遇を条件に議定書を承認した72）。また，中国に対して外務省は，3月
25日，1913年11月22日調印された「在朝鮮支那共和国居留地廃止二関スル協定」の承認を要請73），4
60）小松朝鮮総督府外事局長発寺内朝鮮総督あて報告，1913．5．29（前掲「各国居留地整理二関スル件」pp．848－
　853）。
61）牧野外相発山本首相あて機密送第62号，1913．6．24（『日外文』大正2／1，p．315）。
62）前掲小松朝鮮総督府外事局長発山県朝鮮総督府政務総監あて報告（前掲「外国居留地整理関係書類」pp．805－
　806）。
63）1913年6月の行政改革で，朝鮮総督府の監督官庁は拓殖局から内務省に再変更された。
64）小松朝鮮総督府外事局長発山県朝鮮総督府政務総監あて第3号，1913．7．31（前掲「外国居留地整理関係書類」
　pp．790－791）。
65）小松朝鮮総督府外事局長発児玉朝鮮総督府総務局長あて報告，1913．7．4（同上，p．795）。
66）牧野外相発寺内朝鮮総督あて政送第104号，1913．8．28（同上，p．743）。なお，小松朝鮮総督府外事局長発山
　県朝鮮総督府政務総監あて第11号は，閣議決定は8月12日としている（同上，p．768）。
67）牧野外相発駐日英，米，独，露，伊大使および白公使各あて政送各号，1913．8．27（『日外文』大正2／1，
　p．　317）。なお駐日フランス大使へは，8月26日，政送第92号で通告。
68）駐日各国大使発牧野外相あて回答（『日外文』大正2／1，pp．319－325，　p．336）。
69）駐日イギリス大使発牧野外相あて第118号，1913．10．8（『日外文』大正2／1，pp．323－325），牧野外相発駐日
　ドイツ大使あて政送第105号，1913．11．3（『日外文』大正2／1，p．　326）。
70）警高機第2917号，1913．12．11（前掲「外国居留地整理関係書類」p．　583）。
71）寺内朝鮮総督発牧野外相あて官秘第22号，1913．12．18（r日外文』大正2／1，pp．　342－345）。
72）駐日ドイツ大使発牧野外相あて回答，1914．1．14（『日外文』大正3／1，p．687）。
73）牧野外相発駐日中国公使あて政送第10号，1914．3．25（『日外文』大正3／1，pp．697－698）。
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月1日，協定案承認の通知を受けている74）。
　一方，外務省は，1914年3月17日，イギリスの1913年10月8日付質問に回答した75）。そして4月
1日の府制度施行を目前にした朝鮮総督府の求めに応じ，3月25日，牧野外相は駐日イギリス大使に
あてて議定書承認を催促した76）。総督府は1913年10月30日，制令第7号「府制」を公布したが，同
令は1914年4月1日に施行されることになっており，「居留民団及居留地ノ事務並財産ヲ挙ケテ新行
政区劃タル府二引継クノ準備既二完成シ，今更予定ノ変更ヲ絶対二許ササル事情」77）があったからで
ある。最終的には，後述の通り，朝鮮における土地所有に関する現行法規の効力を当分維持すること
を日本政府が保証するという条件78）で，3月29日，イギリスは朝鮮における各国居留地廃止議定書を
承認した79）。
　こうしてすべての関係国から議定書承認の回答を得た日本は，1914年4月1日付で「在朝鮮各国
居留地制度廃止二関スル朝鮮総督府外事局長及当該締約国領事官協議会議定書」（総督府告示103号）
および「在朝鮮支那共和国居留地廃止二関スル件」（同104号）を告示，朝鮮における居留地制度を
廃止した80）。また朝鮮総督府は5月1日，制令第17号「永代借地権二関スル件」を公布，さらに
「永代借地登記規則」（総督府令第54号），「永代借地台帳規則」（同第55号）を公布し，議定書で規定
された永代借地権処分につき，法的根拠を与える措置をとった81）。
　では次に，外務省と各国政府間交渉において問題となった領事館敷地の免税問題と，朝鮮における
外国人土地所有権の範囲について考察する。どちらの問題も，免税あるいは土地所有権について，そ
の法的根拠が条約上にあるのか，国内法上にあるのかという点で共通している。
　領事館敷地に関する免税問題とは，駐朝各国総領事館敷地への課税について，永代借地権から土地
所有権に変更した上で，これを免税とするというものである。免税措置自体には日本側も各国側も意
見の相違はなかったが，問題となったのは，領事館敷地免税の根拠をどこに置くのかであった。駐日
ロシア大使は，在朝鮮各国領事館建物に対する課税について早くから日本側の意思を打診した82）。
ロシア側の希望は，議定書では家屋税が新たに賦課されることとなっているが，領事館については現
在のまま免税とし，その保証を日本側から得ようというものであった。日本側から議定書承認要請を
受けたロシア側は，1913年8月30日，駐日ロシア大使を通じて日本側に寄せた回答中，議事録に記
載された「朝鮮全土ヲ通シ領事館トシテ用ヒラルル外国政府ノ財産一土地及建物一ハ総テ国税及府税
74）駐日中国大使発牧野外相あて外甲字第17号，1914．3．31（『日外文』大正3／1，p．708）。
75＞牧野外相発駐日イギリス大使あて政送第24号，1914．3．17（『日外文』大正3／1，pp．690－692）。
76）牧野外相発駐日イギリス大使あて政送第30号，1914．3，25（『日外文』大正3／1，pp．696－697）。
77）牧野外相発井上駐英大使あて第34号，1914．3．27（『日外文』大正3／1，p．700）。
78）牧野外相発駐日イギリス大使あて政送第31号，1914．3．28（『日外文』大正3／1，p．701）。
79）駐日イギリス大使発牧野外相あて第24号，1914．3．29（『日外文』大正3／1，p．703）。
80）『朝鮮総督府官報』号外，1914．4．1付。
81）前掲宮嶋博史［1991］p．499，『官報』1914．5．7付。
82）小松朝鮮総督府外事局長発山県朝鮮総督府政務総監あて報告，1913．6．27（前掲「各国居留地整理二関スル件」
　pp．817－818）。
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ヲ免除セラルヘシ。但シ右地所二対スル永代借地権ヲ所有権二変更シタル場合二限ル」との2月28
日の第2回下協議会における小松外事局長の宣言を，協定の一部として採択することを求めた83）。
ロシア側は，領事館敷地免税の法的根拠を協定，すなわち条約に置いたのである。これに対し寺内総
督は，領事館敷地免税は「現行家屋税法ノ規定中，官有建物免税ノ項二準拠シ，及近ク制定セラルヘ
キ土地二対スル市街地税法二於テモ同様ノ取扱ヲ為サムトスルモノニシテ，国際取極二依リ永久二内
国立法権ヲ拘束セムトスル趣旨二非サルハ勿論二有之，議定書中二之ヲ記入セサリシバ此ノ理由二外
ナラズ」84）と反論した。すなわち朝鮮総督府は，立法権を制約しないために，領事館敷地免税につい
ては議定書に記入しないという措置をとったのである。「家屋税法」中の官有建物地免税規定を適用，
また近日制定予定の「土地に対する市街地税法」による国内法上の措置で，ロシア側の要望には十分
対応可能であるという判断である。
　しかし外務省は，朝鮮総督府の見解には賛意を示しつつも，下協議会議事録ではその見解が明確で
はなく，議定書の文言上からは土地所有権変更後の領事館敷地免税が無条件であるかのように誤解さ
れかねないと指摘した。その上で，ロシア側に議定書承認を求めるには何らかの保証が必要であるこ
とを提示すべきであると総督府に回答した85）。結局，外務省は，総督府の反対86）にもかかわらず，
ロシア，フランスおよびベルギー政府に対し，その要求を入れた87）。各国政府の要求を入れたの
は，「英国政府二於テ現二前記ノ如ク広汎ナル難問題ヲ提起シ……動モスレハ人ヲシテ右二関シ関係
諸国間二協調ノ成立ヲ疑ハシムル兆候アリ。此際此ノ如キ実質上些細ナル問題二付，論争二日月ヲ費
スハ百害アリテー利ナク，寧ロ是等〔ロシア，フランス，ベルギー〕諸国ノ注文ヲ無条件二承諾シ，
以テ速二是認ノ形式ヲ完了シ，英国ノ提起セルカ如キ難問題二対シー切他国ノ容啄ノ途ヲ杜絶スルノ
反テ上策ナルヲ認メタ」88）からであった。すなわち，外務省が領事館敷地の免税問題自体をさほど重
視しなかったこと，また議定書承認をめぐるイギリス政府との交渉の難航により，その飛び火を抑え
るため，イギリス以外の各国からの是認を早い段階で取り付ける必要があったのである。
　では，朝鮮総督府の主張を曲げてまでも，各国の議定書是認を急がせたイギリスの「広汎ナル難問
題」とはどんなものであったか，次に見よう。先述したように，1913年8月27日付日本側公文に対
し，イギリス政府は10月8日付で回答を寄せた89）。イギリスの公文には4つの要求が含まれていた
が，本稿との関連から，特にその要求中，第4点について考察する。イギリスの要求とは，「旧韓英
条約二依リ英国人二認メラレタル権利，換言スレハ開港地二於ケル居留地及其周囲十韓里内ノ地域並
83）牧野外相発寺内朝鮮総督あて政送第105号，1913．9，3（前掲「外国居留地整理関係書類」p．737）。
84）寺内朝鮮総督発牧野外相あて官秘222号，1913．9．12（同上，pp．735－736）。
85）牧野外相発寺内朝鮮総督あて政機密送第52号，1913．11．4（『日外文』大正2／1，p．327）。
86）寺内朝鮮総督発牧野外相あて官秘第22号，1913．11，21（r日外文』大正2／1，　pp．337－338）。
87）牧野外相発駐日ロシア大使（政送第24号），同フラソス大使（政送第21号），同ベルギー公使（政送第11号）
　あて公文，1914．3．20（『日外文』大正3／1，pp．693－695）。
88）加藤外相発寺内朝鮮総督あて政機密送第16号付属書，1914．4．27（『日外文』大正3／1，p．713）。
89）前掲駐日イギリス大使発牧野外相あて第118号（『日外文』大正2／1，pp．323－325）。
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外国人居留地ナキー定ノ場所二於テ土地ヲ買入ル・権利ハ，右条約二変更ナキ限，帝国政府二於テ其
条約上ノ既得権ヲ尊重セザルヲ得ザルベシ」go）というものであった。すなわち，議定書第4項「各国
居留地ノ地域内二於テ永代借地権ヲ有スルモノハ自己ノ選択二依リ該永代借地権ヲ所有権二変更スル
ヲ得ヘシ。右所有権ハ在朝鮮日本国臣民ノ有スルモノト同一ノ位地二在ルモノトス」に関連し，朝鮮
におけるイギリス国民の土地所有権は1883年の「朝英条約」以来の既得権であるとした。のみなら
ず，「土地家屋証明規則」による外国人の土地所有権は，韓国政府により「暗黙に認可された」もの
であり，これも既得権であるとイギリスは主張したのである91）。すなわちイギリスは，将来の土地
所有権取得についても日本政府が保証するよう求めた92）。
　10月8日付のイギリスの公文に対し調査を行った外務省は，その調査報告書を朝鮮総督府にはか
った93）。報告書は上記の問題について，
旧韓英条約二依リ英国人二認メラレタル権利，換言スレハ開港地二於ケル居留地及其周囲十韓里
内ノ地域並外国人居留地ナキー定ノ場所二於テ土地ヲ買入ル・権利ハ，右条約二変更ナキ限，帝
国政府二於テ其条約上ノ既得権ヲ尊重セザルヲ得ザルベシト難，外国人ノ右地域以外二於ケル土
地所有権取得ノ権利ナルモノハ，全クー九〇六年十月三十一日ノ土地家屋証明規則ナル国内法二
依リテ認メラレタルモノニシテ，外国人二於テ条約上ノ権利トシテ主張スルコト能ハザルモノニ
属ス（右ノ証明規則ニハ何等外国人二斯ル権利ヲ与ヘタルモノト解セラルベキ明文ナキモ，実際
ノ取扱ハ条約上許サレザル地域即朝鮮全部二於ケル外国人ノ土地所有ヲモ認メ居ルモノナリト云
フ）94）。
とまとめている。すなわち，旧条約により認められた居留地および居留地外10朝鮮里と，外国人居
留地のない一定地域（漢陽，梁華津，釜山，元山）における土地所有権は，「右条約二変更ナキ限」，
日本政府がその既得権を保証しなくてはならないが，「土地家屋証明規則」という韓国国内法により
認められた土地所有権を，条約上の既得権とは認めることができないということである。
　外務省見解の根拠は，朝鮮内における外国人の土地所有権の問題については，韓国併合時に決着済
みというものであった。その根拠の一つは，桂発言である。韓国併合後の1910年10月26日，総理大
臣官邸で総理大臣桂太郎と駐日イギリス大使マクドナルド（C．MMacDnald）が会談した際，桂首
相は，「将来土地所有権二関スル法規制定ノ方針ハ今日之ヲ明言シ難キモ，去四月（明治四十三年）
90）牧野外相発寺内朝鮮総督あて政機密送第52号付属書，1913．IL　4（r日外文』大正2／1，　p．329）。
91）前掲駐日イギリス大使発牧野外相あて第118号（『日外文』大正2／1，P．325）。
92）ただし，この要求はイギリス政府の特殊的要求ではなく，実際には，各関係国と協議の上での措置であった
　（前掲加藤外相発寺内朝鮮総督あて政機密送第16号（r日外文』大正3／1，p．711））。
93）前掲牧野外相発寺内朝鮮総督あて政機密送第52号（『日外文』大正2／1，PP．326－328）。
94）同上付属書（同上，p．329）。
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発布セラレタル外国人土地所有権二関スル法律ヲ其儘朝鮮二適用スルノ意思ナシ。　・・本問題ハ余リ
取急グベキ必要ナシト思考スルニ付，右等ノ規定ハ篤ト審査ヲ遂ゲタル上，相当ノ時機二至リ之ガ発
布ヲ見ルベキモ，夫レ迄ハ現状（Status　quo）ノ儘ト為シ置ク積リナリ」95）と答えた。ここで桂が述
べた「外国人土地所有権二関スル法律」とは，1910年法律第51号「外国人ノ土地所有権二関スル法
律」96）を指す。同法律は，日本に住所を有する外国人または日本で登記を行った外国法人に対し，そ
の本国で日本国民または日本法人に土地所有権を認めている場合に，相互的に土地所有権を認めると
いうものであった。ただし，北海道，台湾，樺太および国防上必要な地域は除外されていた。すなわ
ち日本の植民地である台湾，樺太については外国人に土地所有権を認めていなかったのである。マク
ドナルドの懸念は，朝鮮が「外国人ノ土地所有権二関スル法律」の除外地域となるのではないかとの
点にあった。桂発言は，併合後の朝鮮に同法律を施行せず，現状維持，すなわち「土地家屋証明規則」
による外国人土地所有を認めることを保証するものであったが，見られるように国内法の立法権につ
いては保留している。もう一つの根拠は，イギリス外務大臣グレー（E．Grey）あて公文である。
1911年2月16日，駐イギリス大使加藤高明がグレー外相にあてた公文中，日本政府は，「無制限二自
ラ拘束スルコト能ハザルモ，少クトモ差当リ朝鮮二於テ外国人二土地所有権取得ノ権能ヲ付与スル現
行法ヲ維持スル考ナリトノ意味ノ説明」を行い，グレー外相は，同4月22日付で日本政府の説明を
承諾する旨を回答した97）。それゆえ外務省は，「併合当時二於ケル帝国政府ノ宣言ハ，単二外国人ノ
既得権ヲ尊重スベキコトヲ声明セルニ止マレルヲ以テ，或ハ多少ノ疑ヲ挿ムベキ虞アラムモ，英国ノ
要求スル所ハ国内法上ノ権利ヲ進メテ国際的ノ権利ト為サムト欲スルモノニシテ，所謂併合当時ノ外
国人ノ既得権中二斯ル国際的権利ナク，従テ我宣言二基キテ斯ル要求二応スルノ義務ナキヤ明ナ
リ」98）とイギリスの要求を断固拒絶する旨の調査報告を提示した。
　朝鮮総督府の回答を受け，1914年3月17日，牧野外相は駐日イギリス大使に「各国及韓国間ノ旧
条約ハ韓国併合ト共二消滅シ，日本及各国間ノ条約力之二代リテ韓国二適用セラルルニ至リシ次第ナ
ルヲ以テ，其ノ当然ノ結果トシテ外国人力朝鮮二於テ土地ノ所有権又ハ永代借地権ヲ取得スルヲ得ル
ノ条約上ノ権利ハ併合ト同時二消滅シタルモノ」99）と通告した。日本側は，①韓英条約をはじめとす
る韓国が各国と結んでいた諸条約は韓国併合により無効となった点。②外国人が朝鮮において土地所
有権を獲得することを認めた現行法の改廃は日本政府の裁量下にある点。③韓国併合時，イギリス政
府は日本政府の方針に同意した点の3点を掲げて，将来における土地所有権の獲得保証というイギ
リスの要求を拒絶したのである100）。最終的に，外務次官松井慶四郎と駐日イギリス大使グリーソ
95）同上，pp．328－329。
96）『官報』1910．4．13付。
97）前掲牧野外相発寺内朝鮮総督あて政機密送第52号付属書（r日外文』大正2／1，p．329）。
98）同上。
99）前掲牧野外相発駐日イギリス大使あて政送第24号（『日外文』大正3／1，p．691）。
100）同上，p．692。
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（Conyngham　Greene）との会談をふまえ，牧野外相が「朝鮮二於ケル土地所有二関スル現行法規・・
新ナル法制ヲ以テ之二代ユルマテハ其効力ヲ持続スヘキコト」をイギリス政府に保証することで決着
した101）。
6．　おわりに
　以上，朝鮮における各国居留地の撤廃交渉について考察した。以下，論点を整理しながら，特に朝
鮮における条約関係から見た居留地撤廃交渉の性格について言及する。
　日本は，各国居留地撤廃交渉を通じて，永代借地権の存続は認めたが，基本的には在朝外国人の権
利・義務を日本国民並みとすることとした。そして，一定の自治的行政権を有した居留地会および居
留民団を廃止し，官制色の強い地方制度である府制の下に行政機構を一元化した上で，居留地を撤廃
したのである。すなわち各国居留地撤廃交渉は，朝鮮における外国人の権利・義務関係を整理するた
めの協議であり，また行政機構を整理するための折衝であった。そして，各国居留地の撤廃をめぐり
実際に問題となったのは，永代借地権の処理であり，また朝鮮における外国人の土地所有権の問題で
あった。
　このように朝鮮における居留地撤廃交渉は，大局的には韓国併合で無効となった通商条約関係の事
後処理であったが，個別的には居留地規則による権利関係の処理交渉であった。すなわち，その中心
となったのは，居留地を撤廃するかどうかという居留地の設定をめぐる問題ではありえず，居留地規
則により設定された永代借地権の処分をどうするかという問題となったのである。逆にいえぽ，韓国
併合により朝鮮における各国の条約関係がすべて自動的に消滅してしまうのではなく，特に私権にか
かわる問題は，韓国併合時の日本政府の宣言によるものだけではなく，併合後も存続しうるものであ
った。
101）前掲牧野外相発駐日イギリス大使あて政送第31号（『日外文』大正3／1，P．701）。
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